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2015年はパリのテロで幕開けした。2016年は新年早々、中東二大国のスンニ派のサウジアラビアのシーア派イランに対する国交断絶。中国の株式低迷が欧米、日本の株低迷を齎し、GDP世界第2位の中国の世界経済に対する影響力の強さをまざまざと認識させた。
さらに6日には北朝鮮の水爆実験と世界は波乱万丈の幕開けとなった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しかし経済的には「アジアの世紀元年」として、アセアン経済共同体が人口6億人、GDP2.5兆ドルの市場統合をめざし発足。世界の製造、貿易、消費市場として躍進が期待されている。注目されていた中国主導のAIIB(アジアインフラ投資銀行)もフィリッピンが最後の創設国の一員として最終的に年末ぎりぎりで参加。57か国のメンバーによる銀行が発足した。ADB（アジア開発銀行）の本店所在地のフィリッピンがAIIBに参加したことはAIIBに英国を先頭にヨーロッパ主要国がなだれを打って参加したことと相まって世界経済発展の軸が欧米からアジアへ移動しつつあることを象徴的に表しているように思われる。
世界的なリスク調査会社のユーラシア・グループは1月4日、下記の恒例の2016年「世界の10大リスク」を発表した。下記がその要約である。BIS会員の参考までに列記する。
　１．弱まる欧米同盟の空洞化
16年も引き続き、欧州がリスクの火種と見ている。米国の単独主義と、従来の同盟関係が損なわれると指摘。ウクライナやシリアへの対応に開きが出てくる一方、英国は中国、フランスはロシア、ドイツはトルコとの関係を深める可能性があり、大西洋横断のパートナーシップは、約70年間、世界のもっとも重要な同盟とされてきたが、それはもはや決定的な役割を果たしていないとみている。
　２．閉ざされた欧州
欧州では過激派組織「イスラム国（IS)）への恐怖から、各国の閉鎖性が高まり、欧州26カ国を国境検査なしで移動できるという「シェンゲン協定」が崩れる可能性があると予測している。
　３．中国の占有スペース
中国は今日、世界的な規模で経済戦略を遂行している唯一の国際的なプレイヤーとなっている。世界第2の経済大国・中国は外貨準備は3.5兆ドル。
習近平・中国国家主席の経済圏構想「一帯一路」など今や中国だけが世界経済戦略を有し、新しい経済秩序を構築しようと努力している。
　
　　
　　４．IS と「友人」たち
ISはイラクとシリアを超えて拡大し、新たなテロの脅威は高まり続ける。ISは世界で最も強力なテロ集団で、リビア、アフガニスタン、イエーメン、マリなどナイジェリアからフィリッピンまで支持者を広げながらISの攻撃の脅威は増大している。
　５．サウジアラビア
サウジアラビア王国は今年、王室内の不和で不安定になる危険性に直面し、中東地域の不安定さを増大させる。サウジアラビアは中東で攻撃的になり王族の家族紛争の脅威が現実的になっている。一方サウジの不安定にはイランが関係するだろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．技術屋の台頭
16年はIT(情報技術)関係者が政治的な発言力を増し、国家の政策にも影響を及ぼす。それは市場の不安定を齎す。ネット企業やハッカーが国家を上回る影響力を持つ。アップルの市場価値は6150億ドル。フェースブックは2995億ドル、中国のアリババ・グループは2122億ドル、マイクロソフトの創業者ビル・ゲイツの資産は789億ドルと小国よりも大きな資産を持つようになった。しかし、政府や市民からの反発が予想され、政策や市場を不安定化させる恐れがある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．予測不可能な指導者たち
　　　ロシア大統領のプーチン、トルコ大統領のエルドアン、サウジの副皇太子ムハンマド・ビン・サルマン、ウクライナのポロシェンコなど予測不能な指導者がトラブルを引き起こす可能性がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．ブラジル
　　　経済の低迷や政界汚職でブラジルは混乱する。大統領のルセフが生き残れるかどうか。もしルセフが退陣するとなるとブラジルの経済改革は難しくなるだろう。
９．新興国の不満
　　　米国が利上げに踏み切ったことで新興国の経済が減速し、生活水準の低迷で市民の不満がたまるかもしれない。今年は新興国の選挙が少ないため、ガス抜きができずに不満が爆発する可能性がある。
　10.　トルコ
　　　大統領エルドアンの強引な政策がトルコのビジネス・投資環境を損なう恐れがある。　
　以上のリスク予測を参考に、16年のグローバルビジネスを行うことが肝要であろう。
